
 

 １ 原子力被災１２市町村農業者支援事業 

及び営農再開支援事業（家畜導入）の概要 

１ 概要 

 原子力被災１２市町村(田村市、南相馬市、川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、

川内村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及び飯舘村)において、営農再開等を

行うために必要な機械・施設や家畜等の導入を支援します。 

 

２ 対象者（事業実施主体） 

 原子力被災１２市町村において、営農再開や規模拡大、新規作物の導入等を

行う下記の方が対象となります。 

 (１)農産物の販売を目的とする農業者 

 (２)集落営農組織・団体 

 (３)農事組合法人 

 (４)農事組合法人以外の農地所有適格法人 

 (５)特定農業法人及び特定農業団体 

 (６)認定農業者 

 (７)認定新規就農者 

 (８)その他福島県知事が特に必要と認める者 

 

３ 対象地域 

 原子力被災 12市町村の全ての区域を 

対象地域としています。 
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 事業を活用して、みんなで 

地域農業を再開させましょう！ 



 

４ 補助対象 

 原子力被災 12 市町村において事業実施主体が営農再開等を行う場合、以下

の取組に必要な経費について助成します。 

(１) 農業用機械等の導入 

農作物の生産、流通、販売に必要な機械等の導入 

(２) 施設の整備等 

農作物の生産に必要な施設の整備 

(３) 施設の撤去 

(２)の施設の導入に必要な撤去 

(４) 果樹の新植・改植、花き等の種苗等の導入 

果樹の新植・改植、花き等の種苗等の導入 

(５) 家畜の導入（営農再開支援事業（家畜導入）） 

家畜(肉専用繁殖雌牛、純粋種豚等)の導入 

 

５ 補助率等 

 ○対象となる経費の 3/4 以内を補助します。 

  補助の対象となる経費の上限は 1,000万円です。 

  （補助金額の例：1,000万円×3/4=750万円） 

 ※特に市町村が認めた場合、上限は 3,000万円となります。 

 （補助金額：3,000万円×3/4=2,250万円） 

 ※果樹の新植・改植、家畜の導入に対する補助金額には上限があります。 

 

 ○事業実施主体が、福島県営農再開支援事業の交付を受け、家畜の導入を行

う場合は、原子力被災１２町村農業者支援事業と福島県営農再開支援事業

の補助対象経費を合算した額が、1,000 万円を超えることはできません。

上限 3,000 万円の場合も同様となります。 

 

 

 

 

 

 

 



 

６ 申請等手続きの流れ 

                                               ① 事業実施計画書提出 

   （市町村を経由） 

                          ② 確認書を添付し、 

    申請書類を県へ送付 

 ③ 審査 

 ④ 計画承認 

 ⑤ 補助金交付申請 

 ⑥ 補助金交付決定 

 ⑦ 実績報告 

 ※具体的な手順は ８頁以降をご覧ください。 ⑧ 成果確認・補助金交付 

 

 

■原子力被災１２市町村農業者支援事業の実施にあたっては、次の要綱等をよ 

くお読みください。 

 ○「原子力被災 12 市町村農業者支援事業実施要綱」国実施要綱 

   事業の仕組み、実施にあたっての要件、補助対象の内容を定めたもの。 

 ○「原子力被災 12 市町村農業者支援事業実施要領」国実施要領 

   事業実施計画書様式、対象者、補助率などを定めたもの。 

 ○「福島県原子力被災 12 市町村農業者支援事業事務取扱要領」県取扱要領 

   計画の申請、事業の実施方法、事業終了後の手続きなどを定めたもの。 

 ○「福島県原子力被災 12 市町村農業者支援事業補助金交付要綱」県交付要綱 

   この事業に要する補助金の申請、請求などの手続きなどを定めたもの。 

 ○「原子力被災 12 市町村農業者支援事業補助金交付要綱」国交付要綱 

 ※福島県ＨＰからご覧いただけます   福島県 12 市町村農業者  検索 

 

 

 

 

 

 

農業者等 市町村 県 
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■営農再開支援事業（家畜導入）の実施にあたっては、次の要綱等をよくお読

みください。 

 ○「福島県営農再開支援事業実施要綱」国実施要綱 

   事業の仕組み、手続き、補助対象の内容を定めたもの。 

 ○「福島県営農再開支援事業事務取扱要領」県取扱要領 

   計画の申請、事業の実施方法、事業終了後の手続きなどを定めたもの。 

 ○「 福 島 県 営 農 再 開 支 援 事 業 補 助 金 交 付 要 綱 」県交付要綱 

   この事業に要する補助金の申請、請求などの手続きなどを定めたもの。 

 ※福島県ＨＰからご覧いただけます   福島県 営農再開支援事業 検索 

 

 

■事業内容によっては、建築基準法に基づく確認、農地法、森林法、都市計画

法等に基づく届出、許可などが必要となる場合があります。事前に県・市町

村又は業者にお問い合わせください。 

 

■令和６年度の事業実施期間は、交付決定後から令和７年３月 31 日（月）ま

でです。事業実施期間内に事業完了していただく必要があります。 

 

７ お問い合わせ先 

  ○ 福島県農業振興課 ☎０２４-５２１-７３３６ 

 ○ 福島県県北農林事務所 ☎０２４-５２１-２６０３ 

 ○ 福島県県中農林事務所 ☎０２４-９３５-１３０１ 

 ○ 福島県県南農林事務所 ☎０２４８-２３-１５６１ 

 ○ 福島県会津農林事務所 ☎０２４２-２９-５３０１ 

 ○ 福島県南会津農林事務所 ☎０２４１-６２-５６４４ 

 ○ 福島県相双農林事務所 ☎０２４４-２６-１１４８ 

 ○ 福島県いわき農林事務所 ☎０２４６-２４-６１５４ 

 

 

 

 


